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2018 年日本政府年次報告 

「国際労働基準の実施を促進するための三者の間の協議に関する条約（第144号）」 

（2015 年６月１日～2018 年５月 31 日） 

 

１．Ⅰについて  

 前回までの報告に追記すべき事項はない。 

 

２．Ⅱについて 〔第１条〕～〔第４条〕 

 前回までの報告に追記すべき事項はない。 

 

[第５条] 

 各事項について、以下のとおり追加する。 

 

（ａ）について   

第 105 回及び第 106 回国際労働総会（ILO 総会）の議題「平和及び強靭性のための

雇用及び適切な仕事」については、ILO 懇談会の場での協議が時期的に難しかったこ

とから、書面により、協議を行った。書面協議の結果については、別添１～３のとお

り。第 106 回 ILO 総会の際に、使用者団体から意見は提出されなかった。 

（ｂ）について  

第 104 回 ILO 総会で採択された、非公式な経済から公式な経済への移行に関する勧

告に係る権限ある機関への提出については、ILO 懇談会の場での協議が時期的に難し

かったことから、書面により、協議を行った。使用者団体及び労働者団体から意見は

提出されなかった。 

（ｃ）について  

2016 年４月に開催した ILO 懇談会において、対象条約の選定について労使代表の合

意を得た上で、ILO 第 111 号条約及び第 183 号条約について協議を行った。 

2017 年３月に開催した ILO 懇談会において、対象条約の選定について労使代表の合

意を得た上で、ILO 第 111 号条約及び第 175 号条約について協議を行った。 

（ｄ）について  

（１）2015 年政府報告書について 

2015 年の政府報告書（第 29 号、第 45 号、第 88 号、第 115 号、第 119 号、第 120

号、第 138 号、第 139 号、第 144 号、第 159 号、第 162 号、第 181 号、第 182 号及び

第 187 号条約）の作成については、同年９月開催の ILO 懇談会の前に労使団体に送付

してその意見を聞くとともに、ILO 懇談会の場において協議を行った。 

2015年の政府報告書(2006年の海上の労働に関する条約、ILO第 115号、第119号、

第 138 号、第 144 号、第 162 号、第 181 号、第 182 号及び第 187 号条約)の作成につ

いては、2015 年 8 月 26 日開催の ILO 海事協議会の場において協議を行った。 
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（２）2016 年政府報告書について 

2016 年の政府報告書（第 100 号、第 122 号、第 131 号、第 156 号及び第 181 号条

約）の作成については、同年９月開催の ILO 懇談会の前に労使団体に送付してその意

見を聞くとともに、ILO 懇談会の場において協議を行った。 

2016 年の政府報告書(ILO 第 100 号、第 131 号、第 156 号及び第 181 号条約)の作

成については、2016 年 8 月 22 日開催の ILO 海事協議会の場において協議を行った。 

 

（３）2017 年政府報告書について 

2017 年の政府報告書（第 19 号、第 27 号、第 81 号、第 87 号、第 98 号、第 102 号、

第 115 号、第 121 号及び第 159 号条約）の作成については、同年８月開催の ILO 懇談

会の前に労使団体に送付してその意見を聞くとともに、ILO 懇談会の場において協議

を行った。 

 

〔第６条〕 

  今次報告期間に開催された ILO 懇談会及び ILO 海事協議会の議事要旨については、

別添４～10 を参照されたい。 

 

【2015 年条約勧告適用専門家委員会からのダイレクトリクエストについて】 

○ 労使団体との協議に関して、政府が改善するために取った措置について 

2017 年３月に、労働者団体より、ILO 懇談会の公開、開催回数の増加及び議事録の公

表についての要望があった（別添７参照）。 

 これに対して、政府としては、使用者団体の意見を聴取した上で、以下のことを労使

団体に説明し、了解を得たところである。 

・ ILO 懇談会を公開とすると、政労使の闊達な意見の妨げとなる恐れがあること。 

・ ILO 懇談会の開催回数の増加については、会合を意義あるものとするには十分な準

備が必要であること。また、春の ILO 懇談会と秋の ILO 懇談会との間に ILO 総会や

ILO 理事会等への対応も必要であることから、年２回が一番適切ではないかと考える

こと。 

・ 議事録の公表については、率直な議論が行えなくなるおそれがあることから、議事

録の公表は困難である。ただし、これまで以上に議事要旨の内容を充実させることと

したいこと。 

  また、未批准条約の協議については、労使団体の希望を聞き、協議する条約を決定

している。 

  さらに、協議対象条約については、関係省庁と協力し、批准にあたっての課題を真

摯に検討している。 

  これらにより、効果的な協議となるよう努めている。 

 

３．Ⅲについて  

 前回までの報告に追記すべき事項はない。 

 

４．Ⅳについて  
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 前回までの報告に追記すべき事項はない。 

 

５．Ⅴについて  

 前回までの報告に追記すべき事項はない。 

 

６．Ⅵについて 

本報告の写を送付した代表的労使団体は、下記のとおり。 

（使用者団体）一般社団法人 日本経済団体連合会 

（労働者団体）日本労働組合総連合会 

 






















































































































































